
高齢者施設等防災・減災対策推進事業実施要綱 

 

平成３１年３月２９日付 ３０福保高計第５８８号 

改正 令和３年２月２日付  ２福保高計第５７４号 

改正 令和３年８月６日付  ３福保高計第２３３号 

改正 令和６年４月１日付  ５福祉高企第３００号 

 

（目的） 

第１ 本事業は、高齢者施設等における防災・減災対策及び新型コロナウイルスは高齢者

が重症化する危険性が高い特性があることからその感染拡大防止対策を推進し、利用

者の安全・安心を確保することを目的とする。 

 

（実施主体） 

第２ 本事業の実施主体は東京都とする。 

 

（事業内容） 

第３ 第１に規定する目的を達成するため、次の事業を実施する。 

（１）高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業 

（２）高齢者施設等の水害対策強化事業 

（３）高齢者施設等の給水設備整備事業 

（４）高齢者施設等の防犯対策及び安全対策強化事業（ブロック塀等改修整備） 

（５）高齢者施設等における換気設備の設置に係る経費支援事業 

 

（実施方法） 

第４ 第３に掲げる事業については、地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金実施要綱

（平成１８年５月２９日老発第０５２９００１号厚生労働省老健局長通知、以下「国

実施要綱」という。）及び地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金交付要綱（平成２

４年７月１７日厚生労働省発老０７１７第２号厚生労働事務次官通知、以下「国交付

要綱」という。）に基づき、事業者に対し、必要な経費を予算の範囲内で補助すること

により実施する。 

 

（対象施設） 

第５ 第３に掲げる事業の対象施設は、別表のとおりとする。 

ただし、国または地方公共団体が設置する施設（地方自治法第２４４条の２第３項の

規定により指定管理者が管理するものを含む。）については国交付金の対象となる施設

に限り、対象施設とする。 

 

（その他） 

第６ この要綱に定めるもののほか、本事業を実施するに当たり必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 



附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和３年２月２日より施行し、令和２年７月３１日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、決定の日より施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

  



（別表） 

 

（※1）定員 30 人以上 

（※2）定員規模に関わらない。 

（※3）定員 19 人以上 

（※4）特別養護老人ホームに限る。 

 施設区分 

高齢者施設等の非

常用自家発電設備

整備事業及び高齢

者施設等の水害対

策強化事業、高齢者

施設等の給水設備

整備事業 

高齢者施設等の防犯対

策及び安全対策強化事

業（ブロック塀等改修整

備） 

高齢者施設等にお

ける換気設備の設

置に係る経費支援

事業 

1 

特別養護老人ホーム（※1）及

び併設される老人短期入所施

設（※2） 

対象 

（※4） 
対象 対象 

2 
軽費老人ホーム（ケアハウス・

A型・B 型）（※1） 
対象 対象 対象 

3 介護老人保健施設（※1） 対象 対象 対象 

4 介護医療院（※1） 対象 対象 対象 

5 養護老人ホーム（※1） 対象 対象 対象 

6 有料老人ホーム（※1） ― 対象 対象 

7 通所介護事業所（※3） ― 対象 ― 

8 
老人短期入所施設（上記 1以外） 

（※1） 
― 対象 対象 

9 
老人福祉センター（A 型・特 A

型・B 型）（※2） 
― 対象 ― 

10 老人福祉施設付設作業所（※2） ― 対象 ― 

11 
老人介護支援センター（在宅介

護支援センター）（※2） 
― 対象 ― 

12 在宅複合型施設（※2） ― 対象 ― 


